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第14次労働災害防止推進計画（小諸署の目標）

※ 注記
本書の統計数値については、ことわり書きのあるものを除き、令和５年１月１日～

令和５年12月31日における小諸労働基準監督署管内の休業４日以上の労働災害による
死傷者数を表しています。

【小諸労働基準監督署管内】
小諸市・佐久市・北佐久郡全域・南佐久郡全域
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小諸労働基準監督署における第 14 次労働災害防止推進計画 

～誰もが安全で健康に働くことができる職場を実現するために～ 

小諸労働基準監督署 
はじめに 
労働災害防止計画は、戦後の高度成長期における産業災害や職業性疾病の急増を踏ま

え、1958 年に第１次の計画が策定されたものであり、その後、社会経済の情勢や技術革

新、働き方の変化等に対応しながら、これまで 13 次にわたり策定されてきた。小諸労働

基準監督署（以下「小諸署」という。）は、これを踏まえ推進計画を策定し、佐久・小諸

地域における労働災害防止を推進してきた。その結果、管内の安全衛生の水準は大幅に改

善した。 

しかしながら、労働災害（※１）による死亡者の数（以下「死亡者数」という。）は、毎年

2人前後に上るなど、今なお毎年尊い命が失われている。また、労働災害による休業４日

以上の死傷者の数（以下「死傷者数」という。）は、2010 年を最少とし、その後中期的に

増加傾向に転じており、労働災害発生率（死傷年千人率）が高い 60 歳以上の高年齢労働

者は今後も着実に増加している。 

職場における労働者の健康に関しては、メンタルヘルスや過重労働、治療と仕事の両立

支援、化学物質の自律的管理への対応など多様化しており、また、上記労働災害統計に計

上されない石綿によるがん等の遅発性の健康障害が発生している。 

 こうした状況を重く受け止め、１日も早く労災による死亡者を、悲しみをゼロにし、働

く人一人ひとりが安全で健康に働くことができる職場環境の実現に向け、長野労働局（以

下「長野局」という。）の「第 14 次労働災害防止計画」にも呼応しつつ、管内の実情を

踏まえ、2023 年度を初年度として、５年間にわたり小諸署、事業者、労働者等の関係者が

目指す目標や重点的に取り組むべき事項を定めた「小諸労働基準監督署における第 14 次

労働災害防止推進計画」を、ここに策定する。 

（※１）新型コロナウイルス感染症のり患によるものを除く。以下同じ。 

 

１ 計画の期間、評価等 
（１）計画が目指す社会 

死亡・重篤災害を発生させないという基本理念の下、事業者や労働者に限らず、

様々な関係者が安全衛生の重要性を認識し、事業場の規模、雇用形態や年齢等によ

らず、誰もが安全で健康に働くことができる社会を実現しなければならない。 

 

（２）計画期間 
   2023 年度から 2027 年度までの５か年を計画期間とする。 
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（３）計画の目標 
   小諸署、事業者、労働者、注文者等が一丸となって取り組むとともに、消費者やサ

ービス利用者等が事業場で行う安全衛生対策及びそのコストの必要性等を理解する

ことの促進も通じて、安全衛生対策に積極的に取り組む事業者が評価される社会環境

の醸成を図り、死亡・重篤災害を発生させないという基本理念の実現に向け、別紙の

各指標について計画期間内に達成することを目指す。 

 

（４）計画の評価と見直し 
   計画に基づく取組が着実に実施されるよう、毎年、計画の実施状況の確認及び評価

を行い、必要に応じて計画を見直す。 

 

２ 安全衛生を取り巻く現状と施策の方向性 
（１）死亡災害の発生状況と対策の方向性 
 死亡者数は、長期的に大きく減少し、2009 年には０人を達成したが、翌年の 2010

年には６人となり、それ以降は毎年２人前後で推移しており下げ止まりとなってい

る。 

直近５か年の９人のうち、農業が３人と最も多く、それ以外については建設業、製

造業、商業、林業、旅館業、ゴルフ業がそれぞれ１人となっており、近年においては

農業の災害が非常に目立つが、その内訳を見ると落雷で２人、交通労働災害で１人が

亡くなっており、いずれも外国籍の労働者であった。 

災害発生内容を見ると、法令事項を含む基本的な安全措置を怠ったとみられるもの

が多くを占めることから、対策の推進に当たっては、基本的な安全措置の徹底を図る

とともに、そのためにも、リスクアセスメント及びその結果に基づく措置（以下「リ

スクアセスメントに基づく取組」という。）の実施を図ることが重要である。 

農業においては、南佐久郡を中心として外国人技能実習生を含む外国人労働者の災

害が非常に多くなっていることから、雇用主に対する指導はもちろんのこと、外国人

労働者向けの安全衛生対策に係る周知活動が必要である。 

 

（２）死傷災害の発生状況と対策の方向性 
死傷災害については、2010 年が 181 件で最少となったが、以降中期的に増加傾向

となっており、2020 年には 289 件で直近 21 年間でも最大となった。 

１３次防期間中の労働災害を事故の型別に見ると、「転倒」（27.4％）、「墜落・

転落」（15.0％）が労働災害全体の４割以上を占めており、転倒は長期的に増加傾向

となっている。 

被災者の年齢層別に見ると、「60 歳以上」（28.4％）、「50 歳以上 60 歳未満」

（21.9％）が全体の約５割を占めており、高年齢労働者は、若年層に比べ、災害発生
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率が高く、被災した場合の休業期間も長く、高年齢労働者が安全に働ける環境づくり

の重要性が増している。 

業種別には、製造業が 22.6％、建設業が 15.9％、小売業が 10.2％の順に多く、こ

れら３業種で全体の約５割を占め、経年的に、重点業種として取り組んだものの、前

期に比較して製造業は逆に増加した。また、社会福祉施設及び飲食店も前期に比較し

て増加しており、長期的に災害増加傾向が続く転倒等作業行動に起因する災害、高年

齢労働者の災害及び小売業や介護施設等での災害については、それぞれ、総合的かつ

中長期的に対策を強化する必要がある。 

なお、外国人労働者の雇用者数の増加に伴い、外国人労働者の死傷者数は増加して

おり、対策を一層進める必要がある。 

  

（３）労働者の健康を巡る動向と対策の方向性 
ア メンタルヘルス対策関連 
2022 年度分の安全衛生計画書によると、管内においてメンタルヘルス対策に取り

組んでいる事業場の割合は、労働者数 50 人以上の事業場では 80.4％である。一方、

労働者数 30～49 人未満の小規模事業場では、47.7％となっている。 

引き続き、職場におけるメンタルヘルス対策の推進を重点事項とし、法令遵守の徹

底はもとより、小規模事業場を中心に指導・啓発を図る必要がある。 

 

イ 過重労働防止対策関係 
労働安全衛生法（以下「安衛法」という。）に基づく健康診断の有所見者について

医師からの意見聴取については、依然として多くの未実施事案が見られ、そのさらな

る徹底が必要である。 

 

ウ 産業保健活動関係 
職場における労働者の健康保持増進に関する課題は、メンタルヘルスや働き方改革

への対応、労働者の高年齢化や女性の就業率の増加に伴う健康課題への対応、治療と

仕事の両立支援、テレワークの拡大や化学物質の自律的管理への対応など、多様化し

ている。各事業場で生じる個々の事案に対応するためには事案に応じた専門性が必要

であり、特に産業医の選任義務のない労働者数 50 人未満の事業場等において、ニー

ズに応じた産業保健サービスが提供されるよう確保することが課題と考えられる。 

 

（４）化学物質等による健康障害の現状と対策の方向性 
有害物・危険物等に起因する休業４日以上の死傷者数は、管内で年間２～７人程度

で推移している。また、近年も剥離剤による中毒災害や塩酸と次亜塩素酸ナトリウム

を起因とする塩素中毒災害が発生しており、化学物質等による重大な災害が毎年発生

している。化学物質による健康障害は、がん等の遅発性で重篤なものがあることを踏
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まえれば、現在の発生の有無にかかわらず、事業場における化学物質管理を不断に徹

底することが必要である。 

特定化学物質障害予防規則等による個別規制の対象外となっている危険性又は有

害性等を有する化学物質に対する自律的管理規制が段階的に施行されており、これが

実効ある形で実施されることが必要である。 

過去の石綿使用時等のばく露により多くの労働者が石綿関連疾患を発症しており、

2030 年頃に国内での石綿使用建築物の解体がピークを迎えるとされている中、建築

物等の解体・改修工事において、更なる石綿ばく露防止対策等の確保・推進が必要で

ある。 

じん肺所見が認められる労働者は減少しているものの、じん肺新規有所見労働者は

依然として発生している。また、熱中症による死傷災害や騒音による難聴など、これ

ら職業性疾病の予防対策についても更なる取組の推進が必要である。 

 

（５）事業者が自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発の重要性 
安全衛生対策については、労働者の命と安全・健康を確保する責務を負う事業者

及び注文者のほか、労働者などの関係者が、他の側面に及ぼすメリット・デメリッ

トにかかわらず、自身の責任を認識し、真摯に取り組むべきものであり、このよう

な考えを広く浸透させる努力を引き続き継続することが必要である。また、これら

の理念に反し、意図して安全衛生対策に取り組むことを怠り、労働災害の発生を繰

り返す事業者に対しては、罰則の適用を含めた厳正な対応を行っていく。 

他方、今なお多くの死亡災害が発生し、法令違反を含め基本的な安全措置が講じ

られていない事案が多くみられ、労働災害の増加に歯止めのかからない現状にある

ほか、労働災害発生事業場の多くは一般的に経営基盤の脆弱な小規模事業場で、各

種の安全衛生対策は規模の小さい事業場ほど低調な状況にとどまっており、また、

労働災害発生事業場も小規模事業場が多くを占め、その数は膨大である。 

従来からのアプローチによっても、依然としてこうした状況にあることに鑑みれ

ば、死亡災害を撲滅し、労働災害の防止を一層推進するためには、従来からのアプ

ローチに加え、安全衛生対策に取り組むことが事業経営や人材確保・育成の観点か

らもプラスとなることを周知し、安全衛生対策に積極的な事業者が社会的に評価さ

れる環境の整備を行う等、事業者が安全衛生対策に取り組む自発性を生み出すよう

な別途の対応も必要である。 

  

３ 計画の重点事項及びその具体的取組 
   安全衛生を取り巻く現状と施策の方向性を踏まえ、次の（１）から（７）までの項

目を重点事項とし、重点事項ごとに次の具体的な取組を推進する。 

なお、安全衛生対策の決定及び実施に責任を有する事業者の取組事項を特に定め、

主としてその徹底又は促進を図るため、小諸署等による取組事項を記載する構成を基



- 5 - 
 

本とした。その際、実際に作業に従事する労働者は安全衛生対策の実施に深く関係し

ていることから、事業者は労働者の協力を得て行うべきことを明示した。 

 

（１）自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発 
ア 安全衛生対策に取り組む事業者が社会的に評価される環境整備 
（ア）様々な関係者が取り組むこと 

・誰もが、働く人の命や安全・健康を守ることが重要であることを認識する。 

・事業者や事業主団体等は、積極的に安全衛生に関する現状と取組状況を外部に発信

し、他の事業者や業界の安全衛生対策の機運醸成を図る。 

・消費者やサービス利用者等は、事業場で行う安全衛生対策及びそのコストの必要性

等を理解する。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 

・安全衛生を巡る現状や講じるべき安全衛生対策について、長野労働局のホームペー

ジに掲載する等により広く一般に周知を図る。 

・誰もが安全で健康に働くためには、労働者の安全衛生対策の責務を負う事業者及び

注文者のほか、労働者などの関係者が安全衛生対策について、自身の責任を認識し、

真摯に取り組むことが重要であることのほか、消費者・サービス利用者においても、

事業者が行う安全衛生対策の必要性や事業者から提供されるサービスに安全衛生

対策に要する経費が含まれることへの理解が求められることを、あらゆる機会を捉

えて、周知啓発を図る。 

・「信州・危険の「見える化」推進運動」や「信州・春の安全衛生教育推進運動」を展

開し、また、これまでの運動の進展、ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）

の進展、安全衛生教育の改正など昨今の状況変化を踏まえて必要に応じて運動につ

いて見直す。 

・当安全衛生行政が直接扱う「安全衛生優良企業公表制度」、「SAFE コンソーシアム」、

安全衛生表彰、無災害記録証等のみならず、経済産業省の「健康経営優良法人認定

制度」、スポーツ庁の「Sport in Life コンソーシアム」（アワード、スポーツエー

ルカンパニー認証等）、長野県の「職場いきいきアドバイスカンパニー」や健康づ

くり県民運動「信州 ACE（エース）プロジェクト」（働き盛り世代の「健康づくりチ

ャレンジ大作戦」グランプリ等）、医療保険者の「健康宣言」、全日本トラック協会

のＧマーク（安全衛生優良事業所）など他機関等の制度の内容や当該制度を導入す

る事業場についても広く周知する。その際、対象事業場の取引先になり得る発注者

や求職者などが周知先となるよう、その周知方法についても工夫する。 

・事業者の具体的な取組に繋がるよう、安全衛生対策の指導・啓発においては、他の

事業場の好事例について、事業場の業種や規模等に即した個別具体的な取組も含め
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て周知するよう努める。事業主団体等に働きかける等により、業界における自主的

な好事例共有の促進を図る。 

・労働災害防止団体が行う労働安全衛生活動に対して、必要な支援を行う。 

・労働安全衛生マネジメントシステムの活用・普及促進を図り、特に安全衛生水準が

継続的に向上していくよう計画の作成、実施、評価及び改善（ＰＤＣＡ）の実施を

推進する。 

・その他、今後本省が実施する施策等（専門家間の連携促進、「人的資本可視化指針」

の周知、安全衛生に取り組むことによるメリットや安全衛生に取り組まないことに

より生じ得る損失の周知 等）も活用しつつ対応する。 

 

イ 災害情報の分析機能の強化及び分析結果の効果的な周知 
（ア）労働者の協力を得て、事業者や業界団体が取り組むこと 

・事業者は、安全衛生対策を一層効果的・効率的なものとするため、小諸署や業界団

体等の発信する死亡災害事例や労働災害統計など安全衛生情報を活用する。 

・業界団体は、長野局の発信する情報も参考にしながら、各業態に応じた情報を会員

等関係者に配信する。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 

・管内における労働災害事例など各種安全衛生関連情報について、事業場における安

全衛生対策の検討・実施に当たって有意義なものとなるよう、情報の整備・発信を

積極的に行う。その際、特に死亡災害事例について再発防止対策例も併せて示し、

労働災害の調査の進展に応じて発信する情報を更新するよう努める。 

 

ウ 労働安全衛生におけるＤＸの推進 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・ＡＩやウェアラブル端末等の新技術に限らず、市販の安価なデジタル技術を含め、

内製と外注を効率的に選択・組み合わせて、業態に応じた効率的・効果的な安全衛

生活動及び危険有害な作業について遠隔管理・遠隔操作・無人化等による作業の安

全化を推進し、安全衛生に係るＤＸを進める。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・今後本省が作成する資料等を周知するとともに、県内の好事例の収集・周知に努め、

ＩＣＴ技術の活用による効率的・効果的な安全衛生活動や作業の安全化を推進し、

安全衛生に係るＤＸを進める。 

 

（２）労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進 
ア 労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 



- 7 - 
 

・小売業、介護施設など転倒災害の多く発生している業種では、転倒災害が、対策を

講ずべきリスクであることを認識し、職場におけるハード面及びソフト面の取組を

進める。その際、転倒を予防するため、筋力等を維持する運動プログラムの導入及

び労働者のスポーツの習慣化も推進する。 

・非正規雇用労働者も含めた全ての労働者に対し、2024 年４月に施行される改正労

働安全衛生規則に対応した雇入時等における安全衛生教育の実施を徹底する。 

  ・「職場における腰痛予防対策指針」（平成 25 年６月 18 日付け基発 0618 第１号）を

参考に、作業態様に応じた腰痛予防対策に取り組む。特に、介護職員の身体の負担

軽減のための介護技術（ノーリフトケア）や介護機器等の導入など既に一定程度の

効果が得られている腰痛の予防対策の普及を図る。 

  ・冬季労働災害防止のため、適切な靴選びと凍結防止をはじめ、転倒災害、交通労働

災害、除雪作業時の労働災害などの防止措置を講じる。 

   

イ 小諸署等が取り組むこと 
・中高年齢女性を中心に男性や若者まで幅広く発生している作業行動に起因する労

働災害を防止するため、小売業、介護施設、旅館業、ビルメンテナンス等を中心に

幅広い業種に対し、「STOP！転倒災害プロジェクト」の展開をはじめ、周知啓発を

行う。 

・特に小売業や介護施設等での災害防止については、長野県ＳＡＦＥ協議会を通じて、

ＳＡＦＥ協議会構成員の安全衛生水準向上を図るとともに、好事例を収集し、管内

の幅広い業者に対して指導啓発を行う。また、各事業者に対してＳＡＦＥ育成支援、

災害発生時の指導等を行うほか、ＳＡＦＥ協議会構成員となる事業者の増加に努め

る。また、店舗密集型施設（ショッピングセンター、百貨店等）に対して、施設管

理者等を通じ、それら対策の周知・指導を積極的に行う。 

・冬季労働災害について更なる分析に基づく効果的な対策等の周知に努める。 

・指導・周知啓発に当たっては、他の行政機関等と協働し、骨粗しょう症検診等の健

康増進事業も周知するほか、今後本省が実施する施策等（研究や災害分析の成果、

啓発ツール、理学療法士等による支援、装備や設備の補助制度、認定制度等）も活

用する。 

 

（３）高年齢労働者の労働災害防止対策の推進 
ア 労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」（令和２年３月 16 日付け

基安発 0316 第１号。以下「エイジフレンドリーガイドライン」という。）に基づき、

高年齢労働者の就労状況等を踏まえた職場環境の改善等の取組を進める。 

 

イ 小諸署等が取り組むこと 
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・「エイジフレンドリーガイドライン」に基づく取組について周知啓発を行う。 

・指導・周知啓発に当たっては、今後本省が実施する施策等（「エイジフレンドリー

ガイドライン」のエッセンス版、「転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討

会」における検討結果を踏まえた施策等）も活用するとともに、他の行政機関と連

携しつつ対応する。 

 

（４）多様な働き方等に対応した労働災害防止対策の推進 
ア 労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・コロナ禍におけるテレワークの拡大等を受けて、自宅等でテレワークを行う際のメ

ンタルヘルス対策や作業環境整備の留意点等を示した「テレワークの適切な導入及

び実施の推進のためのガイドライン（令和３年３月改定。以下「テレワークガイド

ライン」という。）」や労働者の健康確保に必要な措置等を示した「副業・兼業の促

進に関するガイドライン（令和４年７月最終改定。以下「副業・兼業ガイドライン」

という。）」に基づき、労働者の安全と健康の確保に取り組む。 

  ・外国人労働者に対し、その習熟した言語の安全衛生教育マニュアルを活用するなど

による安全衛生教育の実施や健康管理に取り組む。 

  ・労働者ではない働く者の安全衛生についても、今後の法令改正等に応じつつ、必要

な対策を講じる。 

  ・障害者である労働者の安全と健康を確保するため、障害の種類及び程度に応じた安

全衛生対策を行う。 

 

イ 小諸署等が取り組むこと 
・テレワークや副業・兼業を行う労働者の健康確保のため、テレワークガイドライン

や副業・兼業ガイドラインを引き続き周知する。 

・副業・兼業を行う労働者が、自身の健康管理を適切に行えるツール（労働時間、健

康診断結果、ストレスチェック結果を管理するアプリ）の活用促進を図る。 

・外国人労働者の災害発生事業場等に対し、日本語が堪能でない外国人労働者に対す

る安全衛生教育について、その外国人労働者の習熟した言語で行うよう指導等する。 

・労働者ではない個人事業者等に対する安全衛生対策について、2021 年４月施行の

改正省令について指導及び周知を徹底するとともに、今後法令改正等がさらになさ

れた場合は、当該法令等について周知徹底を図る。 

・高齢・障害・求職者雇用支援機構の「障害者の労働安全衛生対策ケースブック」等

について周知啓発を行う。 

 

（５）業種別の労働災害防止対策の推進 
ア 陸上貨物運送業対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者及び荷主等が取り組むこと 
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・事業者及び荷主、配送先、元方事業者等は、「荷役作業における安全ガイドライン」

に基づき、安全衛生管理体制の確立、墜落・転落災害や転倒災害等の防止措置、保

護帽等の着用、安全衛生教育の実施等、荷役作業における安全対策に取り組む。 

・事業者は、「職場における腰痛予防対策指針」を参考に、重量物取扱い作業におけ

る腰痛予防対策に取り組む。 

・「交通労働災害防止のためのガイドライン」に基づく措置を周知徹底し、ドライブ

レコーダーの導入はもとより、Ｇマークの取得、安全機器の搭載した車両の配備な

ど効果的な対策を実施する。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・荷役作業については、休業４日以上の死傷者数も多い墜落・転落を重点とし、荷役

作業における労働災害防止対策を指導・啓発し、荷役作業における５大災害（①墜

落・転落、②荷崩れ、③フォークリフト使用時の事故、④無人暴走及び⑤トラック

後退時の事故）をはじめとする死亡災害の撲滅及び労働災害の防止を図る。 

・交通事故については、他行政において推進されている事項を含め、効果的な対策の

実施について周知啓発する。 

・指導・周知啓発に当たっては、今後本省が実施する施策等（墜落・転落防止対策の

充実強化、機械等の安全な使用方法、経営上のメリットの周知、重量物取扱い作業

等における効果的な腰痛予防対策の実証・選定 等）も活用するとともに、他の行

政機関と連携しつつ対応する。 

 

イ 建設業対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・墜落・転落や車両系建設機械等による災害をはじめ各作業における死亡災害を防止

するため、手すりの設置や墜落制止用器具の使用など基本的な安全措置を徹底する。 

・上記の措置の適切な実施を図るためにも、リスクアセスメントに基づく取組を実施

するとともに、その質の向上を図る。 
・建築物や工作物の解体や改修作業における石綿健康障害防止対策を講じる。 

・粉じん障害、熱中症及び騒音障害の防止措置を講じる。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・いわゆる三大災害、そのうち墜落・転落災害及び車両系建設機械等災害の防止を重

点とし、リスクアセスメントに基づく取組の実施について事業者に対して指導等を

行うとともに、基本的な安全措置の徹底をするため労使の安全意識の高揚を図る。

また、交通事故や伐木作業における災害等、繰り返される死亡災害の防止を図る。 

・指導・周知啓発に当たっては、公共工事やビル等新築工事から民間企業発注や個人

住宅の改修・解体等小規模工事まで、労働災害の発生している幅広い工事を対象と
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し、建築工事、土木工事、設備工事等の業態に応じて効果的に災害防止の指導を行

う。また、長年災害の減少が見られない設備工事における対策を推進する。 

・関係行政機関等とも連携し、建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する

法律（建設職人基本法）に基づき、適正な請負代金の額、工期等について確保を図

ることはもとより、設計段階を含む発注者・設計者と施工者との協働、計画段階で

の検討、現地調査を踏まえた計画の策定・変更が適切になされるよう推進する。 

・今後本省が実施する施策等（墜落・転落災害防止対策の充実強化、デジタル技術の

活用推進施策等）も活用するとともに、長野県をはじめ、他の行政機関と連携しつ

つ対応する。また、行政機関に限らず、発注者に対する周知啓発を行う。さらに、

建設業労働災害防止協会との緊密な連携はもとより、その他の建設事業主団体等と

も連携しつつ、幅広い対象における安全衛生対策を推進する。 

 

ウ 製造業対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・動力機械の災害防止３原則（①本質安全化、②人との隔離及び③非定常作業時等に

おける停止）に基づく措置を徹底・推進する。 

・上記の措置の適切な実施を図るためにも、機械設備の設計・製造段階を含め、リス

クアセスメントに基づく取組を行うとともに、その質の向上を図る。 

・自動車整備・機械修理作業時の災害、墜落・転落や崩壊・倒壊による災害など、繰

り返される死亡災害の防止を図る。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・リスクアセスメントに基づく取組の実施について事業者に対して指導等を行うと

ともに、機械設備の非定常作業における運転停止等の基本的な安全措置の徹底をす

るため労使の安全意識の高揚を図り、動力機械災害をはじめ繰り返されている死亡

災害の防止を図る。 

・荷役ガイドラインに基づく対策について、県内各事業場に対して荷役作業担当者の

指名等を指導するとともに、特に製造業や小売業等に対しては設備対策の実施、反

復定例的に委託する運送業者との協議組織の設置など一層の安全水準向上のため

の指導を行う。 

 

エ 林業対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・「緑の雇用」への参加など十分な教育訓練等を実施の上、2019 年の改正労働安全衛

生規則、「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」（令和２

年１月 31 日基発 0131 第１号改正）、「林業の作業現場における緊急連絡体制の整

備等のためのガイドライン」（令和２年１月 31 日付け基発 0131 第４号改正」等に



- 11 - 
 

基づき、伐倒時の安全措置（他作業班との連絡調整や立木高さの２倍半径外退避、

かかり木放置の排除、偏心木・広葉樹等の裂け上がり防止等）や振動障害防止対策、

車両系機械等乗車時・斜面歩行時・樹上作業時の墜落・転落防止、機械集材作業時

の飛来・激突等による危険防止、緊急時における連絡体制・手段の整備等の安全衛

生対策を実施する。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・長野局作成「伐木作業における労働災害防止チェックリスト」も活用しながら、死

亡災害発生状況等に応じた個々の安全衛生対策の指導啓発を行うほか、「緑の雇用」

への参加など十分な教育訓等の実施を促進する。 

・関係行政機関や労働災害防止団体等と連携し、関係機関連絡会議への参加、労働災

害情報の共有、合同パトロールの実施、労働災害防止団体の安全管理士や都道府県

の林業普及指導員等による指導等、各機関が協力した取組を促進する。 

・発注機関と連携し、労働災害情報や関係ガイドライン等の受注者に周知する。また、

つる絡みや枯損木などの危険な作業要因の排除に要する費用計上や無理な作業工

程を避けるための工期設定と適期の発注への理解の促進を図るなど、安全衛生手順

の遵守に不可欠な経費の計上や適切な工期の設定等を推進するとともに、計画的な

森林整備による安全な作業環境の維持を図る。 

 

オ その他の業種対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・各事業場の業務・作業の内容に応じ、屋根からの墜落、フォークリフト等による様々

な労働災害の防止対策を講じる。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・管内の事業主団体や個別事業場等に対する指導等により、飲食店、旅館業、索道業、

農業、ビルメンテナンス業及び鉱業等における安全衛生対策を引き続き推進する。 

・幅広い業種において、屋根等からの墜落による死亡災害を防止するため、手すり等

の設置が困難な場合の墜落制止用器具（安全帯）の使用、スレート上に設置する歩

み板、はしごの転位防止措置等について周知徹底を図るとともに、各事業場におい

て必要な器具の準備や取扱い周知が図られている確認し、必要な指導を行う。 

・幅広い業種において、フォークリフト使用に係る特別教育の実施や就業制限（技能

講習修了者）の周知徹底を図る。 

・幅広い業種において、特別教育未実施の労働者にチェーンソーによる伐木等業務を

行わせる違法行為を排除するため、当該法令規定の周知徹底を図る。 

・交通事故の防止について引き続き周知啓発を行う。 
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（６）労働者の健康確保対策の推進 
ア メンタルヘルス対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・「労働者の心の健康の保持増進のための指針」を踏まえ、ストレスチェック結果等

を踏まえた職場環境等の改善をはじめ、職場におけるメンタルヘルス対策を実施す

る。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・特に取組が遅れている小規模事業場を中心に、「こころの耳」の相談窓口の周知等、

何らかのメンタルヘルス対策を実施するよう指導・啓発を行うとともに、引き続き、

各事業場において積極的なメンタルヘルス対策が講じられるよう指導・啓発を行う。 

・無料相談窓口などのコンテンツを有する働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト

「こころの耳」、各種無料サービスを提供する産業保健総合支援センター・地域産

業保健センターを周知する。 

・４（１）により健康経営認定制度や「職場いきいきアドバイスカンパニー」を周知

するほか、今後本省が作成する資料も活用しながら、メンタルヘルス対策に取り組

む意義やメリット（欠勤、プレゼンティーズム、経営損失の防止等）について中小

事業者を含め周知啓発し、経営層に対する意識啓発の強化を図る。 

 

イ 過重労働対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・事業者は、長時間労働の抑制、労働時間の客観的な把握、安衛法に基づく健康診断

及びその結果に基づく措置（医師からの意見聴取を含む）はもとより、年次有給休

暇の取得促進や勤務間インターバル制度導入など労働時間等設定改善指針（平成20

年厚生労働省告示第 108 号）による労働時間等の設定改善を行うとともに、長時間

働いた労働者に対して医師による面接指導、保健師・看護師等の産業保健スタッフ

による相談対応等を行う。 

・事業者は、医療保険者からの依頼に基づき安衛法の一般健康診断データを提供する

こと等により、労働者の特定健康診査の実施を確保する。健康診断の結果、保健指

導や治療が必要な労働者に対して、受診勧奨するとともに、受診しやすい職場環境

を整備する。 

・労働者は、健康診断の結果、保健指導や治療が必要と判定されたときは、積極的に

受診する。 

  

（イ）小諸署等が取り組むこと 
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・過労死等防止対策推進法（平成 26 年法律第 100 号）に基づき 2021 年７月 30 日に

閣議決定された「過労死等の防止のための対策に関する大綱」に基づく長時間労働

の削減のための取組等を進める。 

・安衛法に基づく健康診断の実施及びその有所見者に係る医師又は歯科医師からの

意見聴取の実施について周知徹底を図る。 

・医療保険者と連携し、労使に対して周知啓発を行い、高齢者医療確保法に基づく特

定健康診査の実施率の向上を図るとともに、一般健診等の結果、保健指導や医療を

必要とすると判定された者のそれらの受診率の向上を図る。 

 

ウ 産業保健活動の推進 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・事業場ごとの状況に応じた産業保健活動を行うために必要な産業保健スタッフを

確保し、労働者に対して必要な産業保健サービスを提供するとともに、産業保健ス

タッフが必要な研修等が受けられるよう体制を整備する。このため、特に中小事業

主等の産業保健スタッフの体制が十分でない事業場は、長野産業保健支援センター、

「こころの耳」、医療保険者等でどのような産業保健サービスが提供されているか

知る。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・長野産業保健総合支援センター・各地域産業保健センターや本省ポータルサイト

「こころの耳」等について周知を図る。 

・「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」（ＴＨＰ指針）に基づく労働

者の健康保持増進の取組を促進するため、「職場における心とからだの健康づくり

のための手引き」を周知する。 

・「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」の改訂がなされた

場合には、適時に周知する。 

・指導・周知啓発に当たっては、今後本省が実施する施策等（「産業保健のあり方に

関する検討会」の検討結果に基づく措置、健康経営の視点を含めた産業保健活動に

取り組む意義やメリットに関する情報、コラボヘルス推進のための費用の支援 等）

も活用するとともに、他の行政機関と連携しつつ対応する。 

 

（７）化学物質等による健康障害防止対策の推進 
ア 化学物質による健康障害防止対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・化学物質の取扱事業者は、化学物質管理者等への必要な講習受講や外部専門家の活

用等により化学物質管理に必要な体制を整備し、法令上の義務か否かにかかわらず、
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危険有害物質についてＳＤＳ等の入手を行い、リスクアセスメントの実施及びその

結果に基づく危険及び健康障害の防止措置を自律的かつ適切に実施する。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・製造業や建設業等で主として化学物質を扱う業種にかかわらず、化学物質による健

康障害等防止対策が自律的かつ適切に行われるよう、専門家の相談窓口も周知しつ

つ、管内各事業場に対して積極的に指導を行う。 

・指導・周知啓発に当たっては、今後本省が実施する施策等（業種別・作業別のマニ

ュアル作成、業種別の特徴を捉えた中小事業者向けの相談窓口・訪問指導・講習会 

等）も活用する。 

 

イ 石綿、粉じんによる健康障害防止対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・適正な事前調査のため、建築物石綿含有建材調査者講習修了者等の石綿事前調査に

係る専門性を持つ者による事前調査を確実に実施する。 

・石綿事前調査結果報告システムを用いた事前調査結果の的確な報告及び事前調査

結果に基づく適切な石綿ばく露防止対策を実施する。 

・吹付け石綿等が使われた年代の建築物等の所有者・事業者等は、そこで働く労働者

の石綿ばく露を防止するため、石綿の含有状況を把握し、必要な除去等を順次実施

する。 

・所有する工業製品等における石綿の含有状況を把握し、適切に石綿ばく露防止対策

を講じ、廃棄等の処理を行う。 

・粉じんばく露作業に伴う労働者の健康障害を防止するため、粉じん障害防止規則そ

の他関係法令の遵守のみならず、第 10 次粉じん障害防止対策に基づき、粉じんに

よる健康障害を防止するための自主的取組を推進する。 

・トンネル工事を施工する事業者は、所属する事業場が転々と変わるトンネル工事に

従事する労働者に対する健康管理を行いやすくするため、「ずい道等建設労働者健

康管理システム」に、労働者のじん肺関係の健康情報、有害業務従事歴等を登録す

る。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・石綿事前調査の適切な実施を徹底するため、事前調査結果等報告の実績がない事業

者や石綿がないとの報告が多いような事業者等について、店社や現場への立入りを

強化し、重点的な指導を実施する。加えて、石綿含有成形品の切断等の原則禁止に

ついて履行確保を図り、引き続き、吹付け石綿の除去等リスクの高い現場における

適切な措置の実施を確保するため、計画届の審査・指導等を実施する。 
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・解体・改修工事発注者（個人住宅の施主を含む。）が、適正な事前調査や石綿暴露

防止対策に必要な情報提供・費用等の配慮を行うよう、法令に基づく発注者の配慮

義務について周知等を図る。 

・過去の建築物や工業製品等の材料に使用された石綿へのばく露を防止するため、関

係事業者に対して周知啓発等を行う。 

・第 10 次粉じん障害防止総合対策に基づき、呼吸用保護具の使用の徹底及び適正な

使用の推進等に取り組む。また、ずい道等建設労働者健康情報管理システムへの登

録勧奨を行う。 

 

ウ 熱中症、騒音による健康障害防止対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
・「職場における熱中症予防基本対策要綱」を踏まえ、暑さ指数（ＷＢＧＴ）の把握

とその値に応じた措置を適切に実施する。あわせて、作業を管理する者及び労働者

に対してあらかじめ労働衛生教育を行うほか、衛生管理者などを中心に事業場とし

ての管理体制を整え、発症時・緊急時の措置を確認し、周知する。その他、暑熱作

業は暑熱順化の上で行わせるとともに、熱中症予防に効果的な機器・用品の活用も

検討・選定する。 

・労働者は、熱中症を予防するために、日常の健康管理を意識し、作業を行う。あわ

せて、作業中に定期的に水分・塩分を摂取するほか、異変を感じた際には躊躇する

ことなく周囲の労働者や管理者に申し出る。 

・労働者の騒音障害を防止するために、「騒音障害防止のためのガイドライン」に基

づき、作業環境測定、健康診断、労働衛生教育等に取り組む。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・労働者の熱中症による死亡災害等を撲滅するため、建設業や警備業の事業者に対し、

体調不良時の申出徹底、必要時の迅速な救急搬送はもとより、暑さ指数の把握に基

づく総合的な熱中症予防対策の実施を指導等する。その際、長野局リーフレット「作

業員の熱中症予防への御協力のお願い」も活用しつつ、熱中症予防対策への協力に

ついて発注者の理解醸成を図る。さらに、製造業、商業及びビルメンテナンス業等

幅広い業種の事業者に対し、水分・塩分のこまめな摂取、体調不良時の申出徹底及

び必要時の迅速な救急搬送等について労働者教育を含め徹底するよう指導・啓発を

行う。 

・労働者の騒音障害を防止するために、建設業、鉱業、林業、製造業等の事業者に対

し、指導・啓発を行う。 

 

エ 電離放射線による健康障害防止対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと 
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・改正電離放射線障害防止規則に基づき医療従事者の被ばく線量管理及び被ばく低

減対策の取組を推進するとともに、被ばく線量の測定結果の記録等の保存について

管理を徹底する。 

 

（イ）小諸署等が取り組むこと 
・関係行政機関とも連携しながら、関係事業者に対して指導・啓発を行う。その際、

医療機関に対して、放射線被ばく管理に関する労働安全衛生マネジメントシステム

の導入を支援するため、本省支援事業を周知する。 

 



アウトプット指標 アウトカム指標

・重点業種注において転倒災害防止対策を行っている事業場割合を2027年までに30%以
　上増加させる。
　　　注　小売業、社会福祉施設、飲食店、旅館業、ビルメンテナンス業、食料品製造業

・転倒による平均休業見込日数を35日以下とする。

・冬季特有の転倒災害防止対策を行っている事業場割合を2027年までに10％以上増加さ
　せる。

・冬季特有の労働災害の発生状況
 【参考指標︓年により降雪量は変動が大きいため】

・介護・看護作業において、ノーリフトケアを導入している施設数を2021年と比較して　
　2027年までに5施設以上増加させる。

・増加が見込まれる社会福祉施設における14次防期間の死傷者数を13次防期　
　間と比較して20人以内の増加に抑える。

・事業場におけるエイジフレンドリーガイドラインの認知度を向上させる。
 【定性的指標】
・事業場におけるエイジフレンドリーガイドラインを踏まえた対策の取組状況について
　向上させる。【定性的指標】

・母国語に翻訳された教材、視聴覚教材を用いるなど外国人労働者に分かりやすい方法
　で災害防止の教育を行っている事業場の割合を2027年までに10％以上向上させる。

・外国人労働者の死傷年千人率を2027年までに10%以上減少させる。

アウトプット指標 アウトカム指標

４　業種別の労働災害防止対策の推進

・陸運事業者による「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に
　基づく取組状況。【定性的指標】
・「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づき、荷役作業
　担当者の指名及び運送業者との協議組織の設置を行っている製造業の事業場の割合を
　2027年までにそれぞれ10%以上増加させる。
・「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づき、①運送発
　注担当者等への改善基準の概要の周知、②荷役作業依頼の場合の事前通知、③着時刻
　の弾力的設定、を行っている事業場の割合を2027年までにそれぞれ10%以上増加さ
　せる。
・工事計画・設計段階でのリスクアセスメントに基づく取組の実施事業場の割合を2027
　年までに10%以上増加させる。
・リスクアセスメント導入済の建設業の事業場の割合を2027年までに５%以上増加させ
　る。【現行70.0%（労働者数30人以上事業場の場合）】
・リスクアセスメントに基づく取組の水準【定性的指標】
・動力機械による災害防止３原則の徹底・推進状況について向上させる。
 【定性的指標】
・リスクアセスメント導入済の製造業の事業場の割合を2027年までに10%以上増加させ
　る。【現行69.1%】
・リスクアセスメントに基づく取組の水準を向上させる。【定性的指標】
・チェーンソーによる伐木作業時における裂け上がりを防止するための措置（偏心樹や
　広葉樹等に対するローブ巻付け又は追いづる切り）を講じている林業の事業場割合を
　2027年までに30%以上増加させる。
・上記のほか、「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」に基づ　
　く措置の実施状況について向上させる。【定性的指標】
・「緑の雇用」等十分な訓練機会の確保状況について向上させる。【定性的指標】

アウトプット指標 アウトカム指標

・高齢者医療確保法に基づく特定健康診査の実施数を増加させる。
　（※労働安全衛生法に基づく定期健康診断の実施状況に関連する指標として設定）

・高齢者医療確保法に基づく特定保健指導の受診率を向上させる。

・健康診断結果により要保健指導や要医療と判定された労働者に対して、受診勧奨を
　行っている事業場数を増加させる。

・健康診断の結果、要医療と判定された労働者の受診率を向上させる。

・メンタルヘルス対策に取り組む50人未満の事業場注1の割合を2027年までに10％以上
　増加させる。【現行47.7%】
・メンタルヘルス対策に積極的に取り組む50人以上の事業場注2の割合を2027年までに　
　５％以上増加させる。【現行80.9%】
・長野産業保健総合支援センター・地域産業保健支援センターを知っている小規模事業
　場の割合を90％以上とする。

・健康診断の結果についての医師の意見聴取等の事後措置の実施率を向上させ
　る。

６　化学物質等による健康障害防止対策の推進

・化学物質リスクアセスメント導入済事業場の割合を2027年までに20％以上増加させ
　る。【現行61.0%】

・「危険物、有害物等」に起因する災害のうち化学物質の性状に関連の強い死
　傷災害の件数を2018年から2022年までの５年間と比較して、2023年から
　2027年までの５年間で、５％以上減少させる。

・熱中症災害防止のために暑さ指数を把握している建設業の事業場の割合を2023年と比
　較して2027年までに増加させる。

・死亡災害の撲滅を目指し、増加が見込まれる熱中症による休業４日以上の死
　傷者数の増加数を第13次労働災害防止計画期間と比較して減少させる。

・勤務問題に関する悩みが相談できていると感じる人の割合を増加させる。

１　労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

・増加が見込まれる60歳以上の転倒の死傷年千人率を14次防期間中の増加に
　歯止めをかける。

２　高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

・増加が見込まれる60歳以上の死傷年千人率を14次防期間中の増加に歯止め
　をかける。

３　多様な働き方への対応、外国人労働者等の労働災害防止対策の推進

・陸上貨物運送事業の死傷者数を2027年までに2022年と比較して５％以上減
　少させる。

・死亡災害の撲滅を目指し、14次防期間の建設業の死亡者数を13次防期間と
　比較して減少させ、０人とする。

・死亡災害の撲滅を目指し、製造業における動力機械によるはさまれ・巻き込
　まれ死傷災害件数を2027年までに2022年と比較して５％以上減少させる。

・林業の死亡者数を０人とする。

５　労働者の健康確保対策の推進

２ 第14次労働災害防止推進計画（小諸署の目標）

上記のアウトカム指標の達成を目指した場合、死傷災害全体としては、以下のとおりの結果が期待される。

・死亡災害については、13次防期間中に比較して、３件減少させ14次防期間中においては、６件以内に減少させる。

・死傷災害については、2022年までの増加傾向に歯止めをかけ、2022年と比較して2027年までに５％以上減少する。
（注1,2）注１については以下の①～⑧のうち１項目以上、注２は以下の①～⑧のうち４項目以上に取り組む事業場を指す。

①衛生委員会等での調査審議、②心の健康づくり計画の策定、③事業場内メンタルヘルス推進担当者の選任、④労働者への教育研修の実施、⑤管理監督者への教育研修

の実施、⑥労働者からの相談体制の整備、⑦職場復帰支援体制の整備、⑧ストレスチェックの実施
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死亡 休業

３ 労働災害の推移と傾向

全体的傾向

・ 休業４日以上の死傷者数は対前年比49人、率にして20.2％増加し、292人となった。

・ 休業４日以上の死傷者数は、令和２年年の289件以降、最多となった。

・ 平成15年以降、死亡災害が平成21年を除き、毎年発生している。

業種別傾向

・ 製造業の死傷者数は41人（対前年比－16人、－28.1.%）と減少した。

・ 建設業の死傷者数は49人（対前年比－2人、－3.9%）と減少した。

・ 運輸貨物業の死傷者数は23人（対前年比＋11人、＋91.7%）と増加した。

・ 林業の死傷者数は7人（対前年比＋2人、＋40.0%）と増加した。

・ 近年増加傾向にある第三次産業を主とするその他の事業の死傷者数は168人（対前年比

＋49人、＋43.6%）と増加し、業種別構成比では57.5%と半数以上を占めた。

事故の型別傾向

・ 「転倒」災害が78人（対前年比＋５人、＋6.8%）と全体の26.7%を占めた。

・ 次いで、「墜落・転落」災害が51人（対前年比+16人、＋45.7%）となった。

・ 腰痛等の「無理な動作」災害が48人（対前年比+13人、+37.1%）となった。

起因物別傾向

・ 通路、階段等の「仮設物・建築物・構築物等」に起因する災害が84人と全体の28.8%を占め

た。

・ 次いで、用具等を含む「その他の装置等」に起因する災害が51人となった。

年齢別傾向

・ 60歳以上が89人（30.5％）、50歳代が72人（24.7％）となり、50歳代以上の死傷者数が半数を

占めた。

経験年数別傾向

・ 経験年数1年未満の者が68人（23.3%）である一方、経験年数10年超の者が92人（31.5%）と

なった。

規模別傾向

・ 労働者数30人未満の小規模事業場の死傷者数が149人と全体の51.0%を占めた。

労働災害の推移

年

人

令和5年まとめ

人
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製造業 鉱業 建設業 運輸貨物業 林業 その他事業

人

年

業種別労働災害の推移

月別発生状況

特徴

・死傷者数は、５月と７月でそれぞれ34人と最も多く、次いで８月と12月がそれぞれ30人であっ

た。

・上半期（１月～６月）の死傷者数は136人、下半期（７月～12月）の死傷者数は156人であり、下

半期に労働災害が集中した。
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人 上半期の労働災害の合計 136人 下半期の労働災害の合計 156人
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特徴

・60歳以上が89人（30.5％）、50歳代が72人（24.7％）となっており、50歳代以上の死傷者数
が半数を占めた。

事故の型別発生状況

78人, 27%

48人, 16%
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19人, 7%

16人, 6%
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墜落・転落
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激突

交通事故

飛来・落下

崩壊・倒壊

その他

29人, 

10%

44人, 15%

51人, 17%

84人, 29%

11人, 4%

31人, 11%

27人, 

9%

15人, 5%
動力機械

物上げ装置、運搬機械

その他の装置等

仮設物等

物質、材料

荷

環境等

その他

5人, 2%

36人, 

12%

35人, 12%

55人, 19%

72人, 25%

89人, 30%

20歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

特徴

・通路等における滑り、つまづき等による「転倒」災害が最も多く、全体の４分の１以上を占めた。

・「無理な動作」による腰痛、「墜落・転落」災害、機械等による「はさまれ・巻き込まれ」災害が多発し

た。

特徴

・通路、階段、屋根等の「仮設物等」を起因物とする災害が84人と最も多く、全体の約29%を占め

た。

・用具等を含む「その他の装置等」で51人、クレーン、フォークリフト等の「物上げ装置、運搬機

械」で44人となった。
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特徴

・11時台,13時台の正午前後に労働災害が多い傾向となった。

・午前中の労働災害が多い傾向となった。

経験別発生状況

特徴

・経験期間「１年未満」の労働者の死傷者数が多く、68人と全体の23.3%を占めた。

・経験期間が5年以上の労働者の死傷者数のみで全体の半数以上（51.4%）を占めた。

時間別発生状況

特徴

・労働者数「１～９人」の事業場の死傷者数が62人、労働者数「10～29人」の事業場の死傷者数

が87人となっており、小規模事業場で労働災害が半数を占めた。
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４-１ 製 造 業

・製造業における休業４日以上の災害は41人であり、前年に比べ16人（28.2%）の減少となった。

・事故の型別では、「転倒」災害が10人と最も多く、次いで「はさまれ・巻き込まれ」災害が７人となった。

・起因物別では、「動力機械」が12人と最も多く、次いで、「仮設物等」が８人となった。

・年齢別では、「40代」の労働災害が多発した。

・経験年数別では、「10年以上」の労働者の災害が13人と最多となった。

・事業場規模別では、「50人未満」の事業場が過半数を占めた。

特徴
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規模別発生状況
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４-２ 建 設 業

・業種別では、「土木工事業」が15人、「建築工事業」が27人、「設備工事業」が7人となった。

・事故の型別では、「墜落・転落」災害が最も多く、21人となった。

・起因物別では、「仮設物等」が最も多く、18人となった。

・年齢別では、「60歳以上」が18人と最も多く、次いで「40代」が12人となった。

・経験年数別では、「10年以上」が26人と、過半数を占めた。

・規模別では、労働者数「９人以下」の小規模事業場が29人となり、過半数を占めた。

特徴
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規模別発生状況
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４-３ 運 輸 貨 物 業

・休業４日以上の死傷者数は23人であり、対前年比＋12人と、ほぼ倍増した。

・事故の型別では、「墜落・転落」が７人と最も多く、次いで「転倒」災害が５人となった。

・起因物別では、トラックやフォークリフト等の「物上げ装置、運搬機械」が最も多く、９人となった。

・年齢別では、「40歳代」の被災が最も多く、７人となった。

・規模別では、労働者数「10人～29人」の事業場が最も多く、９人となった。
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４-４ 林 業

・死傷者数は、7人であり、対前年比＋2人と増加した。

・事故の型別では、「激突され」、「墜落・転落」、「はさまれ等」の災害が、それぞれ発生した。

・年齢問わず、労働災害が発生した。

・経験年数別では、いわゆるベテラン、未熟練労働者問わず発生した。

特徴
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４-５ そ の 他 の 事 業

・第３次産業を主とするその他の事業は168人となり、対前年比+51人と大幅増加した。

・事故の型別では、「転倒」が59人と最も多く、次いで「無理な動作」や「墜落・転落」が多かった。

・起因物別では、通路、作業面等の「仮設物、建築物等」が54人と多数を占めた。

・年齢別では、「60歳以上」が55人であり、高年齢層の労働災害が多発した。

・経験年数別では、「１年未満」と「10年以上」でそれぞれ多く、二極化した。

・規模別では、労働者数「29人以下」が68人となり、小規模事業場の労働災害が多発した。
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５ 外国人労働者の労働災害発生状況

・昨年と比較すると、休業４日以上の労働災害は１人増加し、８人となった。

・事故の型別にみると、「切れこすれ」、「飛来・落下」災害が多かった。

・在留資格別にみると、「特定技能」が３人であり、次に「永住者」で２人であった。

・業種別にみると、「農業」および「製造業」が、それぞれ３人であった。

特徴
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能, 3人, 

38%

その他, 1

人, 13%

起因物別発生状況 事故の型別発生状況

在留資格別発生状況

22

15

7 8

0

5

10

15

20

25

２年 ３年 ４年 ５年

労働災害発生状況の推移人

-27-

製造業,3
人,37％



長野県内項目軸 小諸署管内項目軸

木材加工用機械
定置式 3 1 4 50.0%
携帯用又は可搬式 0 0.0%
手押し式 1 1 12.5%
自動式 0 0.0%
携帯用又は可搬式 0 0.0%

1 1 12.5%
木工フライス・ルーター・面取り盤 0 0.0%

0 0.0%
木工せん孔 0 0.0%
その他(木工旋盤・チェンソー等) 1 1 2 25.0%

5 0 1 2 8 100.0%

長野県内項目軸 小諸署管内項目軸

ほぞ取り盤

合　　　計

合計 構成比

丸のこ盤

かんな盤

帯のこ盤

           　　　　　　　　　　業種 木材・木製品
製造業 建設業 林業

左記以外
の業種

6 木材加工用機械災害発生状況

木材加工用機械災害の推移

7 7
9

12

6 5
7

9
11

3
5

8

4

8
5

8

72

62
65

52
45

54

46

60

52

36

44 44 44 43 44 46

0

5

10

15

20

0

20

40

60

80

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ ３ ４ ５

小諸署管内

長野県内（斜字）

人

木材加工用機械災害の内訳

7 プレス災害発生状況

0 1 1

2

0

2

0

2

3

0 0 0

2 2

0 1

15

11

7

13

9

17

10

20

15

11

14

3

9
8

4

8

0

2

4

6

0

10

20

30

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ ３ ４ ５

小諸署管内

長野県内（斜字）

人 人
プレス災害の推移

年

年

人
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（注）令和2年の数値は、速報値
資料出所：定期健康診断結果報告書

8 職業性疾病・定期健康診断結果

業務上疾病発生状況の推移

8 8 8 6

13

6

14 14 13

5

12 12 13 13 14 14

8
10 11 10

19

15 15

20

17

11

15

20

30

23

31

22

0

5

10

15

20

25

30

35

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ ３ ４ ５

災害性腰痛

疾病総数（斜字）

定期健康診断有所見率の推移

人

年

51.8 

52.6 51.9 

53.7 

54.6 

56.2 55.7 55.8 
54.8 54.6 

54.9 

56.2 

58.1 

57.6 57.6 
56.6 

54.0 
53.2 52.7 

54.6 

52.6 

57.0 56.8 

54.3 

56.6 
56.0 

60.2 59.9 

61.5 61.4 61.7 

60.3 

40

45

50

55

60

65

70

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 １ ２ ３ ４ ５

全国

長野県内（斜字）

小諸署管内

％

年

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害の死傷者数を除く。
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９ 死亡労働災害事例 

 

小諸労働基準監督署 
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№ 発生月 
事業の 

種類 

事故の型 

 

起因物 

発 生 状 況 の 概 要 

１ ３月 農業 

はさまれ、巻き込まれ 

 

掘削用機械 

被災者は、ドラグショベルで木材チップをすくい上げ、

アームを上げたまま、近接して、不整地運搬車を運転し後

退させたところ、ドラグショベルのバケットと不整地運搬

車の運転席フレームとの間に身体の一部をはさまれた。 

２ ９月 
その他

の事業 

その他  

 

その他の環境等 

土地の境界の杭の復元作業を行うにあたり、杭の位置 

を確認するため周囲を探索していた被災者は、クロスズメ 

バチの巣を踏み抜き蜂に襲われた。 

３ 11 月 建設業 

墜落、転落 

 

屋根、はり、もや、

けた、合掌 

被災者は、ホテルの屋根上に溜まっている落ち葉をブロ

ワーで吹き落とす作業を行っていた際に、高さ約６メート

ルの軒先から墜落した。 
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10 労働安全衛生行政関係のホームページご案内 

 
 労働災害防止対策及び安全衛生関係に係る資料等について、下記ホームページをご

活用ください。 

☆ 厚生労働省  https://www.mhlw.go.jp/ 
 

    ホームページの下部『政策について』 → 『分野別の政策一覧』 → 【雇用・労働】  

 →【安全・衛生】をクリックしてください。その中に、以下のリンクがあります。 

  ①安全衛生関係リーフレット等一覧 

   各種リーフレット・パンフレット・資料等がＰＤＦ形式で入手できます。 

  ②労働安全衛生関係主要様式 

   労働者死傷病報告、各種健康診断結果報告書などの安全衛生関係の法定様式が 

入手できます。 

   ※一部の様式について、様式を印刷される際に印刷位置やサイズを変更したり、 

    白色度の低い再生紙を使用すると機械での読み取りが不能となりますので、 

    「印刷時の注意事項」を必ず確認の上ご利用ください。 
    

☆ 長野労働局  https://jsite.mhlw.go.jp/nagano-roudoukyoku/home.html 
   

  ◎ホームぺージ上部の『事例・統計情報』 →『災害統計・事例』の 

【長野県内の労働災害・死亡災害事例】の順番でアクセスいただくと、 

  ①長野県内の死亡災害の発生状況 

  ②長野県内の労働災害の発生状況 

    等の労働災害の統計データが入手できます。 

    

 ◎同じく、ホームページの『県内労働基準監督署一覧』をクリックし、 

  ③労働基準監督署からのお知らせ 

    をクリックすると、長野労働局管内の各労働基準監督署からのお知らせを掲載して 

   います。 

 

 ◎長野労働局 HPの上部の『各種法令・制度・手続き』 →『安全衛生関係』をクリックする 

  と、④各種安全衛生対策などを掲載しています。 

 

☆ 厚生労働省・職場のあんぜんサイト  https://anzeninfo.mhlw.go.jp/ 
   全国の労働災害統計・労働災害事例等が閲覧できます。 
 

☆ こころの耳  https://kokoro.mhlw.go.jp/ 
    働く人のメンタルヘルス・ポータルサイトです。メンタルヘルスに関する各種情報が 

   掲載されています。 

 

☆ 長野産業保健総合支援センター  https://www.naganos.johas.go.jp/ 
   産業保健に関する窓口相談、研修、情報提供などの支援活動を行っています。 

https://www.mhlw.go.jp/
https://jsite.mhlw.go.jp/nagano-roudoukyoku/home.html
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/
https://kokoro.mhlw.go.jp/
https://www.naganos.johas.go.jp/

